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研究成果の概要（和文）：　本研究の目的は、社会福祉学と教育学の学際的な視点から「貧困の連鎖を防止し子
どもたちの社会的孤立の軽減に寄与する学校と地域・家庭協同による開発的「地域福祉共育コミュニティ実践モ
デル」を構築することを目的である。研究期間内に、大阪府内の小中学校や福祉教育実践現場の協力を得てアン
ケート調査や聴き取り調査を実施した。加えてスクールソーシャルワークや教育コミュニティ実践の先進事例収
集･分析を行った。研究成果としては、現在小中学校で行われている疑似体験活動の福祉教育実践と、福祉教育
理念の乖離が明らかなった。今後、貧困の連鎖を防止するために、学校と地域・家庭協同による教育協働実践の
重要性が明らかになった。

研究成果の概要（英文）：　The objective of this research is to provide an interdisciplinary 
viewpoint of social welfare studies and pedagogy from the interdisciplinary viewpoints of "schools 
that prevent the linkage of poverty and contribute to alleviating the social isolation of children 
and developmental" regional welfare common Community Practice Model ". We conducted questionnaire 
survey and listening survey with cooperation of elementary and junior high schools in Osaka 
Prefecture and welfare educational practice site. We gathered and analyzed advanced cases of school 
social work and educational community practice. As a result of the research, the deviation between 
welfare education practice and welfare education philosophy currently being conducted at elementary 
and junior high schools has become clear. In the future, in order to prevent the linkage of poverty,
 the importance of practicing educational collaboration by school and community / home cooperation 
has become clear.
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１.研究開始当初の背景	
 
	
 「孤立死」｢セルフネグレクト｣等々地域の
中で複雑多岐にわたる社会問題が山積する状
況の中で、「いじめ・不登校・貧困の連鎖」や
「社会的孤立の深刻化」の問題は、社会福祉
にとどまらず教育の分野においても、非常に
深刻な今日的課題となっている。人々は現在の
生活と将来への不安を「生きづらさ」として実感し
ている。一方、家庭では育児放棄や児童虐待，
学校では，不登校やいじめ，児童生徒による暴
力行為などの問題も顕在化し続けている。どもた
ちの育ちと学びをいかに保障し，実現していくか
は福祉教育・ボランティア学習をすすめる根源的
課題であり，個々の課題に即時的に対応するだ
けでなく，課題の社会的分析を踏まえ，将来の
市民を育むための実践研究が求められている。 
２．研究の目的	
 
	
 本研究は、社会福祉学と教育学の学際的な視
点から、学校と地域・家庭協同による開発的
「地域福祉共育コミュニティ実践モデル」を
構築することを目的としている。 
３．研究の方法	
 
	
 下記の２つの方法によって研究を行った。 

 Ⅰ.福祉教育・ボランティア学習におけるトライ

アンギュレーションによる理論的･実証的研究：

学際的研究ネットワーキングの充実・機能化とトラ

イアンギュレーション(量的研究と質的研究といっ

た複数の理論・手法・リソースを組み合わせる研

究手法)により研究の精度を高めることをめざす。 

Ⅱ. 学校と地域・家庭協同による「地域福祉共育

コミュニティ実践モデル」の実証的研究：学校

と地域・家庭協同による新しい「地域福祉共育

コミュニティ」の構築のための予備研究として、

現在取り組んでいる福祉教育・ボランティア学

習実践のフィールドでのアンケート調査や聴き

取り調査を継続して実施する。 

４．研究成果 

 平成27-29年度の3年間文部科学省科学研究

費助成を受けて取り組んできた「貧困の連鎖を

防止し学習支援に寄与する学校と地域協同によ

る開発的福祉教育実践研 究」の総括と今後の

研究の展望についてご報告する。 本研究は、

地域共生社会の構築を目指した貧困の連鎖の

防止や社会的孤立の解消といった福祉的・教育

的課題の克服を目的とし「学校と地域・家庭協同

による 開発的地域福祉共育コミュニティ」を構想

した。福祉教育・ボランティア学習を基点とした学

校教育・社会教育・地域福祉・教育福祉等の関

連領域での学際的な 視点で理論研究・アクショ

ンリサーチを行った。 「福祉教育・ボランティア学

習を基点としたトライアンギュレーション研究(量

的調査研究と質的調査研究を組み合わせる研

究手法)」を基にI.「福祉教育の 本来の目的と現

在学校で取り組まれている障害擬似体験等を中

心とする福祉教育実践に齟齬がある」という仮説

を立て大阪府内の小中学校への量的調査と理

論研 究を行った。II.学校と地域・家庭協同によ

る「地域福祉共育コミュニティ実践モデル」の開

発・実践の必要性を検証するために、実践者へ

の訪問調査・実践者 のワークショップ等のアクシ

ョンリサーチを行った。 主な研究成果としては、 

I.量的調査研究:大阪府内の小中学校における

福祉教育実践の調査研究をもとに「中等教育現

場における福祉教育への取り組みに関 する研

究-中学校でのアンケート調査と高等学校での

発展的学びに注目して(神部智司・新崎国

広)※1」を発表した。 

II.アクションリサーチ:1学校と社会福 祉協議会

の協働により先進的にコミュニティスクール実践

への訪問調査2生活困窮家庭に対する子どもの

居場所づくり・学習支援を行っている社会福祉協

議会、 NPO等の実践者に参画いただき、市民

向けのワークショップや実践報告会を複数回行

い、その成果を論文にまとめて、発表を行った。

その成果の一部を紹介する。 

 

「子どもの貧困と教育・福祉協働」      

〜大阪府・豊中市における“子どもの生活に関

する実態調査2017” からの考察１.はじめに〜

教育と福祉における問題意識〜   

近年、不登校・いじめ・いじめによる自死問題･

子どもの貧困問題の深刻化等学校教育現場に

は困難な問題が山積している。大人社会に視点

を移すと、核家族化･ひとり親家庭の増加等によ

る家庭の養育機能の低下に加え、経済的格差の

拡大とこれによる不安定な生活環境が社会問題

となっており、国民全体が「生きづらさ」を痛感し

ている状況があるといえる。このような状況の中で、

コミュニティ機能の脆弱化や「福祉の外在化」（岡

村重夫）や一般市民の「福祉や教育への無関心

化･専門職依存」が進行しており、社会的孤立に

よる自死や孤立死、児童虐待、子どもの貧困、貧

困の連鎖等の問題が深刻化し、大きな今日的社

会問題となっている。 

このような問題の解決をめざすためには、教育

と福祉が個々の課題に即時的・対症療法的に対

応するだけでなく、問題の社会的分析を踏まえ、

将来の市民である子ども達の「共に生きる力」を

育むための福祉と教育の協働実践が求められて

いる。 

子ども達を護り育むのは学校教育だけではな

い。子ども達の成長発達にとっては、家庭教育

や社会教育・地域教育も非常に重要な役割を持

つ。本稿では、福祉と教育が協働して今後の具

体的な対応を模索していくことが社会全体の責

務であるという認識にたって「子どもの貧困と教

育・福祉の協働」について論考する。 

２. 最近の教育と福祉の動向 

 このような状況を背景として、教育サイドでは平

成18（2006）年に教育基本法が改正され「学校、

家庭及び地域住民等の相互の連携協力」の規

定が新設された。また平成27(2015)年12月21日



 

に文部科学省中央教育審議会は、「チームとし

ての学校の在り方と今後の改善方策について

（第185号）」「新しい時代の教育や地方創生の実

現に向けた学校と地域の連携･協働の在り方と今

後の支援方策について（第186号）」を答申した。

これらの答申は、初等中等教育分科会と生涯学

習分科会が協働して審議を行いこれからの教育

活動について取りまとめたことに意義がある。まさ

に「学社協働(学校教育と社会教育の協働)」によ

る答申であるといえる。これらの答申を具現化す

るためには、学校教育に関してさまざまな分野の

専門性を活かして支援を行う教育支援人材や学

校と家庭･地域の協働を促進する教育協働人材

の育成が必要である。 

 一方、社会福祉サイドに目を向けると、従来の

日本の公的な福祉サービスは、高齢者･障害者･

子どもといった対象別に福祉サービスを行ってき

た。しかし、少子高齢化の進行に加え、従来の分

野別の施策･サービス提供では解決できない複

合的かつ深刻な問題が顕在化している。その対

応策として平成28(2016)年7月15日に「地域包括

ケアの深化･地域共生社会の実現」に向けて、

「我が事･丸ごと」地域共生社会実現本部構想を

打ち出した。この構想は、全ての人々が地域、暮

らし、生きがいを共に創り高め合う地域共生社会

を実現するため、支え側と受け手側に分かれる

のではなく、あらゆる住民が役割を持ち、支え合

いながら、自分らしく活躍できる地域コミュニティ

を育成し、福祉などの公的サービスと協働して助

け合いながら暮らすことの仕組みを構築すること

を目指している。様々な社会問題を我が事(自分

たちの問題)として考え、かつ実践する人材を育

成するためのコーディネートができる人材の育成

も急務である。 

 このように、最近の教育と福祉の動向を概観し

ても、学際的･実践的協働が必要不可欠であり、

教育と福祉をつなぐコーディネートができる人材

を育成することの必要性は明らかである。しかし、

このような方向性が打ち出されただけでは理想

論“絵に描いた餅”であり、我が事どころか他人

事に終わってしまう可能性が高い。これらの構想

を具現化するための理論構築と具体的な実践を

積み上げていくことが必要不可欠である。 

３．日本における子どもの貧困の現状 

  日本は、戦後、憲法第25条「生存権保障と公

的責任の明文化」による社会福祉施策や社会保

障制度の進展や高度経済成長の影響もあり、国

民意識も経済的格差が比較的少ない「一億総中

流化」という認識が強かった。しかし、2006年7月

に発表されたOECD（経済協力開発機構）の｢対

日経済審査報告書｣によると、の本の「相対的貧

困率※」は、アメリカに次いで先進国中２番目に

高い14.9％と報告された。 

  ｢日本において，子どもの貧困問題が大きな

社会問題であることはもう疑いの余地がないi（阿

部彩：2012）｣、「ユニセフ・イノチェン研究所の

『子どもの貧困測定（“Measuring child 

poverty”）』 先進国ワースト４位の貧困率ii（山野

良一：2014）」、「現在の貧困と子どもの発達・教

育（藤田英典:2012）iii」「日本における子どもの貧

困 : 2008年以降の文献検討を中心に (特集 子

どもの貧困への理論的アプローチ)（郭 芳（Guo 

Fang:2016）iv）」等々、子どもの貧困問題に対す

る研究も社会福祉分野だけでなく教育・経済等

様々な研究分野で活発になっていった。 

 
 ※相対的貧困率：OECDでは、等価可処分所得（可

処分所得を世帯人数の平方根で割って算出）が全人

口の半分未満の世帯員を相対的貧困者としている。

相対的貧困率は、単純な購買力よりも国内の所得格

差に注目する紙票であるため、日本など比較的豊か

な先進国でも高い割合が示される。（平成25年国民生

活基礎調査より） 

  

 このような状況のなかで、子どもの貧困対策を

総合的に推進するために講ずべき施策の基本と

なる事項その他事項を定めた「子どもの貧困対

策の推進に関する法律（以下、子どもの貧困対

策法）」が、第 183 回国会において成立し、

2014（平成26） 年１月に施行された。 

 子どもの貧困対策法を具体的施策にするため

に、有識者で構成された子どもの貧困対策に関

する検討会による、同年8月「子供の貧困対策に

関する大綱」が出された。同大綱では「貧困の世

代間連鎖の解消と積極的な人材育成、子供に視

点を置いた切れ目のない施策の実施、子供の貧

困の実態を踏まえた対策の推進、子供の貧困に

関する指標を設定しその改善に向けて取り組

む」など４点を中心に方針が明記され、教育の支

援、生活の支援、保護者の就労支援、経済的支

援が打ち出された。学校を中心にした施策とし

て、学校プラットフォームという言葉も打ち出され

た。v（下線筆者）」  

  子どもの貧困の固有性は、潜在性・連鎖性・

無関性と言われている。清水・森田（2017）は、子

どもの貧困の「しにくさ」について、子どもの固有

性から①子どもの声が届きにくい、②貧困はみえ

にくい、③貧困は支援につながりにくい、④子ど

もの貧困に関する支援が利用しにくい、⑤貧困

施策の効果が見えにくい、の5点を指摘しているvi。

そして、「私たちソーシャルワーカーが理解しな

ければならないことはこうした指標だけでなく、ど

こに相談しようにもどのようにしたら良いか分から

ないという子どもたちの葛藤や、必要としたりされ

たりする居場所がないことの不安や言葉にならな

い訴えであり、そうした困難から子どもたちが回

復し、生きる希望を掴むための支援を構築するこ

とであるvii」と、子どもたちの視座に立った支援の

必要性について指摘している。 

 

 最新の情報では、厚生労働省が先日発表した

2016（平成28）年の「国民生活基礎調査」によると、



 

｢子どもの貧困率｣は2015（平成26）年は、13.9％

と前回（2012年）より2.4ポイント低下し12年ぶりに

改善した。この点について、厚労省は「景気が回

復し、子育て世帯の雇用や就任が上向いたた

め」と説明している。「ひとり親家庭の貧困率も

2012年に比べ50.8％と3.8ポイント低下したもの

の、以前50％を超えており、母子世帯の82.7％

が『苦しい』と答え、37.6％の世帯は『貯蓄がな

い』と回答しているviii」 

 このように｢子どもの貧困率｣は、前回（2012年）

の調査よりは、若干の改善はみられたものの、依

然として事態は深刻であり、今後、ソーシャルワ

ーカーや教師といった子どもに関わる専門職の

みならず、国民全体の問題として、多職種連携・

地域協働の促進が必要不可欠である。 

４．大阪府・豊中市における“子どもの生活に関

する実態調査2017” からの考察 

 大阪府は、「子どもたちが積極的に自分の生き

方を選択し、自立できるよう様々な施策を実施し

ている中、今後、効果的な子どもの貧困対策を

検証するために調査を実施し、得られた結果を

分析することによって、支援を必要とする子ども

や家庭に対する方策を検証すること」を目的に、

2017（平成29）年3月に「大阪府子どもの生活に

関する実態調査」の結果を発表した。調査方法

は、13市町（大阪市、門真市、八尾市、豊中市、
吹田市、能勢町、枚方市、交野市、柏原市、

富田林市、大阪狭山市、和泉市、泉佐野市）

を除く住民基本台帳より無作為抽出した8,000 

世帯に対して、調査票を郵送し、郵送にて回収

を得たもので、調査対象者は小学5年生・その保

護者(4,000世帯) 中学2年生・その保護者(4,000

世帯)であった。 

 豊中市も、同様の調査を実施した。豊中市の調

査対象者は、小学5年生・その保護者(3,675世

帯) 中学2年生・その保護者(3,655世帯)であっ

た。 

※「子どもの生活に関する実態調査」における

“子どもの相対的貧困率のとらえ方” 
 子どもの相対的貧困率については、発表主体、統計

利用データ年次によって変動する。その理解の上で、

内容的には、タウンゼンドの定義を元にChild Poverty 

Action Group(CPAG)が示している、①所得や資産な

ど経済的資本(capital)の欠如、②健康や教育など人

的資本(human capital)の欠如、③つながりやネットワー

クなど社会関係資本(social capital)の欠如、の3つの資

本の欠如を基本的な枠組みとしてとらえることとした。

日本では、貧困を「飢え」や「住宅の欠如」など「絶対

的貧困」レベルで理解する傾向があるが、国際的に

は、貧困は相対的に把握されるべきものと理解されて

おり、本調 査もこの立場に立って把握しようとしたもの

である。大阪府・豊中市「子どもの生活に関する実態

調査」より 

同調査は多岐にわたる膨大な調査のため、

本稿では「相対的貧困に関するデータ」の

中で、経済状況が子どもの生活に及ぼす影

響に絞って一部を紹介するにとどめる。 

＜経済状況に関する考察＞では、以下の通

りである。 
  「世帯の経済状況は、子どもの生活にも影響を与

えていることが明らかになった。たとえば、困窮度Ⅰの

群では「子どもを医療機関に受診させることができなか

った」という回答は 7.3%、「子どもの進路を変更した」

は5.2%となっている。中央値以上の群でこの質問項目

に該当すると回答した世帯は１%未満であり、世帯の経

済状況が、子どもの生活面での格差となっていること

が示されている。学習面においては「子どもを習い事

に通わすことができなかった」、「子どもを学習塾に通

わすことができなかった」と回答する世帯が困窮度Iの

群では30%を超えているが、中央値以上の群ではいず

れの項目も約２%であり、10倍以上の差が生じていた。

さまざまな活動を体験する機会にも差が生じている。

「学校のクラブ活動に参加することができなかった」世

帯は困窮度Iでは 2.4%存在するのに対して、中央値

以上の群では0%であった。「家族旅行(テーマパークな

どの日帰りのお出かけを含む)ができなかった」と回答

した世帯は、中央値以上の群では4.3%であったのに

対し、困窮度Iの群では 49.2%であった。子どもの時期

の経験の機会の差は、ヒューマンキャピタルの形成過

程において差を生む可能性が高く、結果として子ども

の将来に影響を与えることが予想される。ix、下線筆

者」 

 以上のように、今回の大阪府・豊中市の調査で

も、学力やそれに伴う教育達成にとどまらず，「や

る気が起きない」｢イライラする｣「幸せではないと

回答する割合も困窮度が深刻になるに比例して

多くなる」など心理的・社会的状況への影響にも

関連することが明確に実証されている。 

５.子どもの貧困問題に資する教育・福祉協働人

材の育成 

2006（平成 18）年に改正された教育基本法第

13 条では、「学校、家庭及び地域住民その他の

関係者は､教育におけるそれぞれの役割と責任

を自覚すると共に、相互の連携及び協力に努め

るものとする」と、学校と家庭･地域の協同の必要

性を明文化している。前述した子どもの貧困問題

に加え、現在の教育現場の逼迫する危機的状

況を考えると、「学校と家庭･地域が協同参画に

よる実践活動（学社融合）」を行うことが求められ

る。 

 このような状況を背景に、日本教育大学協会が

「教育活動とボランティアに関する検討プロジェク

ト（2007〜2012 年度）」を立ち上げ、2008（平成

20）年度に報告書「教育系大学・学部においてボ

ランティア活動が持つ３つの可能性」20009（平成

21）年度に報告書「教育系大学・学部においてボ

ランティア活動が持つ３つの可能性」を発行し、

教育分野に対する支援・協働の意義について検

討をおこなった。 

 「HATO 教育支援人材養成プロジェクト(以下、

養成プロジェクト)」は、「教育活動とボランティア

に関する検討プロジェクト」から発展した、「教育

支援・教育協働」の在り方について教育研究・教

育実践開発を行うことを目的に 2013（平成 25）年

度に開設されたプロジェクトである。 



 

  “HATO プロジェクト”は、北海道教育大学

（H）・愛知教育大学（A）・東京学芸大学（T）・大

阪教育大学（O）の教育系４大学の頭文字をとっ

て名付けられた文部科学省による国立大学改革

強 化 推 進 補 助 金 に よる事 業 の 呼 称 で ある。

HATO プロジェクトは、教育支援人材養成プロジ

ェクトの含めて、現在約 12 のプロジェクトが稼働

している。 

 養成プロジェクトが開設された背景には、複雑

多問題化する教育課題に対して、社会教育主事

や教育支援員、生徒の心理面での支援を担うス

クールカウンセラー（SC）、家庭や他機関との関

係調整をおこなうスクールソーシャルワーカー

（SSW）等の専門的教育支援者と､学習支援、行

事支援、環境整備・安全確保支援等の地域参画

を基本としたボランタリーな教育支援者が、協働

して学校教育や社会教育に関わるといった「チ

ームで教育を行う」スタイルは今後ますますその

重要性が増すものと考えられる。筆者も、両プロ

ジェクトに発足当初の 2007（平成 19）年度から参

画している。 

 養成プロジェクトでは、主に下記の 3 点につい

て教育研究・教育実践開発することを目的として

いる。 

①学校教育と社会教育の連携･協働による「教職

員」｢専門職的教育支援者｣「ボランタリーな教育

支援者」 

 の協働モデルについて調査･研究･開発を行う

こと。 

②モデル地域を設定し実践事例に基づいてモ

デルの評価を行うこと 

③既存の取り組みを有効に活用しつつ､教員養

成系大学における｢教員支援人材｣育成のため

のカリキュ 

 ラム開発を行い､それを通して地域と協働する

教員養成系大学の具体的な在り方について実

践的に検討 

 すること。 

６.「教育支援・教育協働」の定義 

 養成プロジェクトは、開設当初より「教育支援人

材」の定義やその在り方について、検討を行って

きた。「日本教育大学協会学校外ボランティア質

的向上検討プロジェクト（2007〜2012 年度）」から

引き続き､養成プロジェクトの代表を務める松田

恵示（2016）が、HATO プロジェクト会議でのさま

ざまな議論を踏まえて、教育支援を次のように定

義している。「教育支援とは、子どもを支援する場

合と教育者を支援する場合の 2 つを含む、学び

に関わる他者の行為への働きかけであり、その

意図を理解しつつ、支えたり、連携したり、協働し

たりして、そこでの行為の質を維持・改善する一

連の活動を指し、最終的には、学びということが

らをなす、子どもの力をつけることであるx」 

 さらに、松田（2016）は、学校教育支援の種類

を下記 3 つに整理しているxi。 

 ①補助的教育支援：子どもの登下校の安全管

理や、学校内外の環境整備(植栽・芝生の手入

れ、修繕等)、行事等の手助けなど、教員の補助

を行う教育支援活動 

 ②連携的教育支援：学校とは異なる活動主体

(支援専門職、地域住民、各種団体、企業等)が

それぞれの活動を行うにあたって学校と連絡を

取り合い協力して行う教育支援活動 

 ③協働的教育支援：支援専門職、地域住民、

各種団体、企業などが、学校教育を担う一員とし

て、教員と協働する教育支援活動 

７.おわりに 

 本稿では、まず教育と福祉における問題意識

を述べた。次に日本における子どもの貧困の現

状について大阪府・豊中市が実施した｢子どもの

生活に関する調査｣をもとに子どもの貧困問題に

ついて考察した。最後に、「教育支援・教育協

働」という言葉を用いて、多職種連携・地域協働

の重要性を考察した。 

 前述の通り、中教審第 185 号では学校と地域

の協働による「チームとしての学校」というミッショ

ンが打ち出され、「新しい時代の教育や地方創

生の実現に向けた学校と地域の連携･協働の在

り方と今後の支援方策について（第 186 号）」が

示され、理念的には「学校と地域の協働の促進」

というミッションが明確となった。今後は、このミッ

ションを具現化させる研究と実践が必要不可欠

である。 

  このような背景のもと、大阪教育大学は 2017

（平成 29）度から教養学科を教育協働学科に改

編した。教育協働学科は、豊かな教養に加え、

教育への理解と専門能力を身に付け、学校や家

庭･地域と協働して、新しい時代の教育活動を創

生できる人を養成する学科である。新学科のミッ

ションは、新しい「教育」カテゴリーを生み出し、

教育と福祉・心理の協働による社会に貢献できる

人材を育てることである。 

 今後、子どもの貧困問題にとどまらず、少子高

齢化問題等、教育と福祉の協働実践は、ますま

す重要になり、「教育支援人材・教育協働人材」

は学校と地域住民･専門職等による協働実践モ

デルであり、子どもの貧困の問題への対応も十

分期待できる。 

※本研究は平成 27 年度文部科学省日本科学

研究費助成事業【基盤研究（C）】（課題番号：

15K03914：2015〜2017 年度）研究課題｢貧困の

連鎖を防止し学習支援に寄与する学校と地域協

同による開発的福祉教育実践研究｣に関連する

研究である。 
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